
 

 

 

 

第１回宇宙産業部会（平成 25 年４月 11 日）での議論のポイント 

 

 

平成２５年４月１８日 

 

１．宇宙産業の在り方について 

○ 宇宙技術の利用は、現実社会で「いつ、どこで、何が、どうなっているのか」を

知る有力な手段である。 

○ 高度な情報化社会（G空間）の実現に向けて、利用者が具体的な課題を提示し、そ

れに対して宇宙機器産業が課題解決技術を示すことで宇宙産業が活性化していく

ような、宇宙利用産業と宇宙機器産業が相互に市場を牽引していくサイクルを作

ることが目指すべき方向。 

○ 宇宙利用の官民分担の現状は、案件によって官民で協力して行うもの、民間のみ

で行うものがある。これらに一貫して言えることは、衛星データの継続性、即応

性などの政府による担保が必要ということ。 

○ 我が国の宇宙産業の在るべき姿を、国が示していくことが必要。 

 

２．宇宙システムの海外展開について 

○ End to End なサービスの海外展開を目指すべきであり、ビッグデータなど、宇宙

からの観測を含めた多様な情報と、これらを活かす解析能力の開発、携帯電話や

パソコンなどの個人端末との連携が必要。 

○ 新興国などにサービスを提供する際、リモセン画像などの衛星データによって、

洪水などの事象の状況把握だけでなく、予測までをできるようなソリューション

になっていないと、競争力のあるサービスとは言えない。 

○ 宇宙技術を用いて、事象を予知・予測ができるということが、今後非常に大きな

イノベーションを起こす。ビッグデータの高速処理によって将来の事象の予測を

行うことに対するニーズは拡がっていると考えられる。 

○ 新興国など、どこにマーケットがあってどのように利益を上げていくのかという

目標が、ビジネスの成立には必要。 

○ 「あったら多少良い」というものでは外貨を稼いでくることは難しいので、「ぜひ

こうあるとありがたい」という魅力ある商品を、我が国として持つべき。 

○ 東日本大震災の経験などを海外展開に活用できる点は多い。 

 

３．宇宙利用産業について 

○ 衛星通信など、宇宙利用サービス産業は、国際競争が激化している。我が国が競

争に打ち勝つには、安価で高信頼性を持ち、長寿命かつ需要地に応じて可変する

ことが可能な衛星の開発が期待される。 

○ 経済団体連合会宇宙開発利用推進委員会では、宇宙利用産業の参画が少ない。 

 

４．宇宙インフラの整備について 

○ 我が国の産業競争力強化には、測位衛星に続き、リモートセンシングによる宇宙
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インフラの整備を行うとともに、競争力を有する商用通信衛星の開発が必要。 

○ これまでの我が国のリモセン衛星は、技術実証が主目的であったが、今後はデー

タ提供の継続性、観測頻度、即応性を国が保証することが重要。実用に耐えるも

のとして８衛星以上を希望。 

○ ハードウェア、ソフトウェアを組み合わせてインフラやシステムとして提供して

いくには、１社単独では無力。 

 

５．宇宙システムの研究開発について 

○ 事業化、産業化した、実利用側からのフィードバックを研究開発に取り入れ、PDCA

サイクルを構築し、継続して進化していく研究開発を行う必要がある。 

○ 関係省庁間の連携や、官民の連携、宇宙機器産業と宇宙利用産業の連携を、より

深めていくことが重要。 

○ 宇宙分野は、優秀な学生をエンカレッジする分野でもあり、測位、リモセン、通

信・放送分野において、インフラの整備に加え、継続的な技術開発が必要。 

 

以  上 


